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本稿 は、P.ク ル グマ ンが1981年に発表 した有名 な論 文 におけ る南北 間の不
均等発展 モデルを検 討 し、 その代替 モデルを提供す るこ とにあ る。 とりわ け こ
こで クル グマ ン理 論を問題 にす る理 由は、彼が そのモデ ルで、 レーニ ン理論 を
よ く表現 で きて いる と してい るか らで ある。 ただ し、報告者 には レーニ ン理論
との相違の方が よ り重要 に思わ れ、 その理 由を理論 的、実証 的に論 じてみ たい。
1.ク ル グマ ンの 「不均 等発展論」
1ク ルグマ ンの 「不均 等発展論」
南北間両極分解論 は、従来、 リカー ドの比較生産 費説 に よる工業国 と農業 国
への分裂の説明、ヘ クシャー=オ リー ンによ る資本 集約産業 国 と労働集約産業
国への分裂の説 明、 ダ ッ ト(1986)の学習効果 モデル によ る長期 の生産経験 を持
つ国へ の累積 的な生産 の集積 の説 明な どとともに、 クル グマ ン(1981)が収穫逓
増技術 を仮定 して よ り大 きな初期資本 を保有 した国 におけ る累積的 な生産 の集
積 を説 明 してい る。 まず そのモデルを紹 介 しよ う。
クル グマ ンのモデル は、 南北2国 か ら成 り立 ち、各変 数記号 には添字 のNで
「北 」を添 字のSで 「南」 を表現す る。 その時、両 国 に存在す る労働 力Lを 同
じと しそれをτ で表す と、
LN=LS=L
他方、工業生産(M)は 、資本(K)と 労働(L)の2要 素の投 入で行 われ・
るもの と し、 かっ その収穫率 は逓増 とす ると、
cN=c(KN)cs=c(Ks)c'<O
vN=v(KN)vs=・v(Ks)v'<0




農業生産(A)は 、 労働 投入の みでな され、 収穫 率 は一定 、かつ1単 位 の労
働投入が1単 位 の農業 生産 を実現す るよ うに労 働投 入 の単 位を調整す ると、
AN=L-vNMNAs・=L-vsMs
物価 につ いては、工業品 を農産物 で測 りPMで 表 し、 したが って農産物価 格
は1。 また、先 に1単 位 の労働投 入が1単 位の農業生産 を実現す るよ うに労働
投 入 の 単 位 を 調 整 し た が 、 さ ら に 労 働 者 は 農 産 物 の み を 消 費 、労 働 者 の 貯 蓄 率
を0と 仮 定 す る と 賃 金 も ま た1と 基 準 化 さ れ る。 以 上 の よ う な 前 提 の 下 に 、 ク
ル グ マ ン は 主 要 変 数 間 の 関 係 を 導 出 して い る 。
ま ず 、 利 潤 率 を ρ と お く と 、
ρN=・(PMMN-vNMN)/KNρs=(PMMs-vsMs)/Ks
=(PM-VN)/CN=(PM-Vs)/Cs
上 で 、c'〈0を 上 で 仮 定 し た か ら、 こ の2式 は 次 の よ う に 簡 略 化 で き る。
ρN=ρ(PM,KN)ρs=ρ(PM,Ks)(2)
こ こ で 、dρ/dPM>0か っdρ/dK>0。 ま た 、 「北 」 の 資 本 の 方 が 大
き い と して 、KN>Ksだ か ら、 ρN>ρs
他 方 、 国 際 資 本 移 動 が な い と した 時 、 〈 を 伸 び 率 を 表 す 記 号 と す る と
ム ノ　
KN=ρN.Ks=ρs(3)
と な る が 、(1)か っKN>Ksよ り ρN>ρsだ か ら 、
ム ノへ
KN>Ks
ところで、 この2国 が生産 した生 産物 は貿易 を通 じて2国 の需要 を満 たすが、
今 、賃 金の100μ%が 工業 品 に支 出され る とす ると、
PM(M』 十Ms)=μ(LN十Ls)=2μ τ
ここで、(1)を 使 って これを変形す る と
PM=2μ τ/(KN/CN十Ks/Cs)(4)
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最 後 に 、(2)(3)(4)を 整 理 す る と、
ム ノ　
KN=9(KN,Ks)(=ρN)Ks==9(Ks,KN)(ニ ρs)(5)
これはKNとKsを 座 標 とす る図の中でそれ らの動学経路 が示せ る ことを示 唆
してい るが、 その解 明の ために ρs=0と ρN・=0の両 曲線(KNとKsが 増
大 も減少 も しない点 の集合)の 位 置 と形状 を調べ、 その後 、 その曲線 の どち ら
がKNやKsを 増 大(あ るい は減少)さ せ る領域 であ るか を明 らかに したい。
そ うす ると、数学付録 での計算結果 によ り、
dKN/dKslρ 一〇<0か っ
ldKN/dKslρs_ol>ldKN/dKsIρN_ol。
また、 ρs=0の 上(下)側 では ρs<0(ρs>0)、 ρN=0の 上(下)
側 で もρN<0(ρN>0)と な る。
よって、KN-Ks座 標 で、KNとKsの 動学分析 を行 うと、第1図 の よ う
にな る(KNとKsは 完全 に対称 だか らρs=0と ρN=0の 両 曲線 の交点 は
45度線 上に来 る)。 ここで、 た と'えば、初期時点AでKN>Ksな る状 態(
「北 」の資本が 「南」 の資 本 よ りも大 きい)に あ った とす ると、座 標(K。,
KN)の 軌跡 は図 のよ うにな り、 図上、左上 のB点 にまで移動 す る ことにな る。
これはす なわち、 「北 」の資本が さ らに成長 す る(工 業生産 が増大す る)一 方
で、 「南」 の資本(工 業生産)が あ るい は減少 し農業 に特 化す る ことを示 して
い る。 これを もって クルグマ ンは国際貿易の下 での 「不 均等発展」 の表現 だ と
す るのであ る。
2ク ルグマ ンの 「レーニ ン ・モデル」
さて、以上 が クル グマ ンの主張す る国 際貿易 の効果 で あ るが、 ここで クル グ
マ ンはい きな り レーニ ン(と ホブ ソン)の 『帝 国主義論』 の視角を導入す る。
とい うの は、 レーニ ンらは資本 主義 に2つ の段階が あ り、 その第一 は 自由貿 易
の それで あるが、独 占の成立 とと もに第二の資本輸 出の段階(帝 国主義段 階)
が始 まる。 だか ら、 このモデル に資本の完全 な国 際的移動性 を仮定 してみ よ う
とい うの であ る。
この新 しい仮定 の下で は、両国 間にお ける少 しの利潤率格 差 も国際的 な資本
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移 動を引 き起 こし、 そのため に座標(Ks,KN)の 軌跡 は違 った もの にな る。
なぜな ら、Ks≠KNな る状態(第1図 で45度線上 にない場合)で は(2)の
利潤率関数 よ り両国 間の利潤率 に格差 が発生 し、そ れが また無限 のス ピー ドで
よ り高 い利潤率 の国(よ り多 くの資本 を持 つ国=「 北」)に 資本 を移動 させ る
か ら、第1図 でみた よ うな初期点AもBに いた る軌跡 もともに縦軸(KN軸)
上 の もの とな らざるをえ ない。 すなわ ち、(KN=Kmaxと ρs=・0がKs>
0で交 わ るよ うな場合)第2図 にお けるA→Bの よ うな軌跡 を形成 せ ざるをえ
ず、 その結果 、KNはLに よって画 され るKの 上 限Kmaxま で行 き着 くことに
なる。 そ して、 ここで は農業部門 に蓄積 され る産 業予備軍 が枯渇 し(開 発経 済
学 にい う 「転換点」 に達 し)賃 金が上昇 し、その結果(本 来 「南」 よ り高 いは
ずの)利 潤率が 「南」 の水準以下 まで低下 す る ことにな る。 そ うす ると、 ここ
か ら先 は資本 が 「北」 か ら 「南」 に移動 す るこ ととな り、第2図 で はB→Cの
よ うな経路 で国際資本移動が行 われ るよ うになる。言 い換 え ると、A→B間 で
は貿易 に よる特 化が進行 し(こ のモデル は資本 の完全 な国 際的移動性 を前提 と
してい るがA→B間 ではそれが生 じない)、B→C間 で は 「南」 への国際資本
移動 が生 じる。 クル グマ ンはこの意味で、 この モデルが レーニ ンなどの主張 し
た 自由貿易段階 と国 際資本移 動の段階(帝 国主義段 階)の2つ の段階 を表現 し
て いる としたので あ る。
なお、 クルグマ ンが この モデルを もって レーニ ン理論 を表現 してい るとす る
理 由は他 に もあ る。 とい うの は、B点 以 降、工業部門 の賃 金水準 は 「北」 の そ
れが 「南」 のそれを上 まわ るよ うにな ってお り、 それが 「北」 の工業 労働者 を
「労働貴族 」 と した レーニ ン理論 を うま く表現 で きて いる とす るか らで あ る。
ii.レー ニ ンの 「不 均 等 発 展 論 」
1レ ーニ ンの 「不均等発展論」
さて、 こう した クルグマ ンのモデル は真 に レーニ ン理 論を表現 した もの なの
だろ うか。 まず、 レーニ ン 『帝 国主義論』の 当該箇所 を引用 してみ ると、
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「資本主 義が依然 と して資本主 義であ るか ぎり、過剰 の資本 は、 その国の大衆
の生活 水準を ひきあげ ることには もちい られないで 一一なぜ な ら、そ うすれ ば
資本家の利潤 は さが ることにな るか ら一 一、国外 へ、後進諸 国へ資本を輸 出す
ることによ って利 潤を たか める ことに もちい られ るで あろ う。 これ らの後進諸
国 では、利潤 は高 いのが普通 であ る。 なぜな ら、資本 がす くな く、地価 は比 較
的低 く、賃金 は低 く、原料 は安 いか らであ る。 資本輸 出の可能性 は、一連 の後
進 国がすで に世 界資本主義 の取 引の なか にひきいれ られ、鉄道幹線 が開通 す る
か敷設 され は じめ、工業 の発 展の初歩的条件が保障 されて い る等 々の ことによ
って、っ くりだ され る。 また、資本輸 出の必然性 は、少数 の国国で は資本主義
が 『欄熟 し』 、資本 に とって は(農 業の未発展 と大衆 の貧 困 とい う条件の もと
で)『 有利 な』投下 の場所 が ない、 とい うことに よってつ くりだ され る。」
(『レーニ ン全集』 第22巻、邦訳版,278ペー・ジ)
したが って、 こ こで は少 な くとも以下 の2っ の点 が、 クル グマ ンによる 「レ
ーニ ン ・モデル」 との相違 と して挙 げ ることがで きる。 すなわ ち、
① クルグマ ン ・モデルで は、第2図 のC点 以上 には 「南」 の工業化が進 まない
が、そのよ うな限界点 は、 レーニ ン ・モデルで はみ られ ない。む しろ、後進 資
本主義 の経 済力が先進資本主義 のそれを追 い越 し、 その結果戦争 とい う形 で市
場の再分 割を求 める とい うものであ るか ら、後進国 が先 進国 を 「追 い越 す(工
業化の度合 いが逆転す る)」 とい うモデルの方 が望 ま しい。
② レーニ ンは後進国 の利 潤率が高 い原 因の第一 と して、 「資本 がす くない」 こ
とを挙 げてい る。 これ は、資本存在量 と利潤率 が逆 相関 関係 にあ る ことを表 し
てい るか ら、dρ/dK<0。(2)式 の導 出過程 を振 り返 って考え る と、 こ
れは、c'>0を 想定 して い ることとな り、 したが って・ レーニ ン ・モデルを
考案 す るの は、収穫逓減技術 を仮定 す るのがのぞ ま しい とい うことにな る。 こ
れは クル グマ ンの想 定の逆 であ る。
2収 穫逓減技術の下での国際貿易と資本移動
したが って、 クルグマ ンの収穫率に関する仮定を逆転 させ、収穫逓減技術の
下での国際貿易 と資本移動の効果を考察 してみよう。
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まず、資本移動 を考慮せず、第1図 の よ うにただ国 際貿易 のみがあ るケース
を考 え ると以下 の とお りとな る。 すなわ ち、第1図 と同 じよ うに、 ρs=0と
ρN=0な る曲線 の性質 を調 べてみ ると、両 曲線が と もにdKN/dKs!n=
。<0で あ る点や ρs=0、pN=0の 両 曲線 の上 下で の ρsや ρNの 正負記
号 は同 じだが、 その 曲線 の傾 きの大小関係 は次 の よ うに逆転 す る(数 学注参 照)O
(dKN/dKsIps=oI〈IdKw/dKsIPN=oI
よ って、KN-Ks座 標 で、KNとKsの 動学分 析 を行 うと、今度 は第3図 の
よ うにな り、両 国経済 は ρs=0曲 線 とJDN=0曲 線 との交点Eに 収敏 す る こ
とにな る。 これが、収穫逓減技術 の下 での国際貿易 の効果 であ る。
また、国 際資本 移動 も存在す るよ うなケ ースを考 え る と、(2)式 を導 く過
程 で仮定 したc'の 正 負が逆転 す るか ら、KN>Ksの 時 の利潤率 は、 ρN<
ρsと な り、 したが って、資本 はKN=・Ksと な る点(線)ま で 「北」 か ら
「南」 に移動 す るこ ととな る。 この移動 は も し無限大 の ス ピー ドの もの であれ
ば常 に両 国経済 は第3図 の45度線上 にな けれ ばな らな くな るが、 この仮定 を少
し緩 め るな ら、 そ もそ も45度線 に向か う傾 向を示す 第3図 の動学経路 が よ り強
化 され るとい うもの となろ う。 いず れにせ よ、収穫逓 減技術 への仮定 の変更 は
南北格差拡大で はな くその縮小を、っ ま り収敏 を結論 づ け ることになる。
さ らに、 この 図で も うひ とっ注 目 したいのは、*印 で示 した均衡化 の経路 上
では、 「南」 の資本Ksが 成長 してい る一方 で、 「北」 の資本KNは 減少 して
い る(つ ま り工 業生産が マイナス成 長 してい る)と い うことであ る。 これ は、
均衡点Eに 向か う過程 で先進 国の工業が衰退す ること(「 南」 に一部 とって代
られ ること=「 空洞化」)に 他 な らず、 いわゆ る 「大国 の興 亡」を表現 して い
る ことにな る。戦前 の英 米関係 や戦後 の 日米 関係 な ど、 「興 亡」 は現実 の もの
であ り、 よ り適切 なモデル であ ることがわか る。
oei.クルグ マ ン的状況か ら レーニ ン的状況への歴史 的転換
1収 獲率の変化による 「不均等発展」の方向の逆転
ただ し、 さらに言えば、 レーニンが問題 とする 「不均等発展」 も南北間でず
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っと存在 した ものではな く、 た とえば、東 南 ア ジア諸国 につ いて も1980年頃 ま
では 「停滞」 の一色 で論 じられていた とい うのが実 際の ところで あ る。 っ まり、
レーニ ンの言葉 では、 「資本輸 出の旬能性 は、一連 の後 進国がす でに世界 資本
主義 の取 引のなかに ひきいれ られ、鉄道幹線 が開通す るか敷設 されは じめ、工
業 の発展 の初歩 的条件が保 障 されてい る等々の ことに よって、つ くりだ され る。
」(前 掲 引用)の であ って、 その条件が整え られ る以前 の段階 では南北格 差 は
拡大す ることにな る。現在 の一般 的な用 語を用 いれば、 「イ ンフ ラ整備 が経済
発展 の前提 条件」 とい うことにな ろ う。 そ して、 こう したイ ンフ ラの技 術特性
が一般 に 「収穫逓増 的」 であ ることに注 目す れば、基 本的 なイ ンフラが整備 さ
れ終 わ ってい るとい うことは、 その後必 要 とな る技術 が 「収穫逓増 的でな い」
とい うこと、っ ま り 「収穫逓 減的」 だ とい うことにな る。
したが って、以上 を総括 す ると、結局 、東南 ア ジアや 日本や アメ リカ とい っ
た諸国家 間の戦後 の 「不均等発展」 を表現 す るには、 あ る段階 までは南北格 差
拡大 を もた らす 「収穫逓 増」が支配 的であ り、その後、先進 国か ら順 に 「収穫
逓減」 に変 わ って きた もの と想定す ることがで きる。生産 関数 が 当初の 「収穫
逓増」 か ら 「収穫逓減 」へ と変化す るとい うの は 「S字型生産 関数」 と して一
般 的であ り、 その意 味で もこう した想定 は合理 的で あ る。注》
2ア ジア太平 洋8ケ 国 ・地域 におけるS字 型生産関数 と収獲率の歴史 的変遷
ところで、そ うした 「S字型生産 関数」 は、 もし経済 が資本制約 によ る低成
長→ その解 消に よる高成長→労働 力(人 口)制 約 によ る低成 長 と推移す ると し
た時、理論 的に導 くことが で きる。 とい うの は、資本 ス トックKと 労働 力(人
口)Lを 軸 とす る第4図 において、資本制約 下の低成長 は(Aを 起点 とす ると)
A→Bの よ うな経路 をす るはず であ り、 その制約解消下 で はB→C、 労働 力制
約下 ではC→Dと 想定 され るが、他方、今 、 この全期 間 にお いて コブ ・ダグ ラ
ス型生産 関数Y=AKαLβ が安定 的 に存在 し、かっ α+β=1,α<1と す
るな らば限界資本生 産性 は、A→B間 で上昇 、B→C間 で高 水準を保 ち、C→
D間 で低下 す ることにな るか らであ る(第5図 参照)。 これ は、利潤率 と限界
資本生産性 との均 等化条件 によ って
一7一
dYKK
利 潤 率=・ ・=αA(一)a-1Lα+β 一1÷ αA(一)α 一l
dKLL
と計算 され る ことによ ってい る。す なわ ち、限界資 本生産性 は第4図 において
各点が原点 と結ぶ 直線 の傾 き(K/L=資 本労働比 率)の 減少 関数 と して表 さ
れ るか らであ り、 この時、A→B間 は収獲率 が徐 々に上 昇す る過程(収 獲逓 減
過程)、C→D間 はそれが下落 す る過 程(収 獲逓増過程)と な るか らであ る。
これは生 産Y一 資本 ス トックKを 両軸 とす るグラ フにお け る 「S字型 生産関数」
と等価 であ る。
したが って、 ここでは収穫率 とい う 「技術」 の特 性が資本 労働比率 とい うよ
り根源的 な 「技術」 に規定 されてい ること、 そ して これ ら 「技 術」 の全体 が世
界 システムのあ り様 を決 め るとい う唯物論 的因果 とな って いる ことが興 味深 い。
また、特 に、 こ うした資本労働比 率が収穫率(資 本 の限界生産力)や 利潤 率を
決 め、 「不均等発展」 の一方 の主原因で ある国 際資 本移動 を もた らす とい う考
え方 は レーニ ン理論 の細 部の構造 とも合致 してい ることに注意 された い。本稿
第 皿節1)で 見 たよ うに、 レーニ ンは 「資本が少 ない」=資 本労働比 率が低 い
こととの関係 で利潤 が高 い=資 本 の限界生産 力が高 い ことを述 べて いる。 また、
レーニ ンが 「賃 金が低 い」 と述 べた こと も、我 々の モデルで は(α+β ÷1,
β<1の 条件の下で)、
dyKK
賃 金=・=βA'(一)1一 βKα セβ冒冒1÷ βA(一)i一.e
dLLL
とい う方程式 によって表現す ることがで きる。 この場合 も、 「資本が少 ない」
ことが 「賃 金が低 い」 ことの条件 とな ってい る。 したが って、 レーニ ンの 「不
均等発 展論 」 は直接 には収穫率 にその技 術的条件が存在 す るが、 よ り根 源的 に
は資本労働比率の長期 トレン ドに依存 して組み立 て られ た理論 と解釈 しなおす
ことが で きよ う。
そ こで、最後 の問題 は、 この よ うな限界資本生産 性の トレン ドが現 実 に存在
したか どうか とい うこ とに帰着 す る。 そ して実 際、手元 にあ るア ジア太 平洋8
ケ国 ・地域 のデ ータ(浦 坂(1996)大西(1996)および筆者 によるその後 の推
計)を 用 いる限 り、果 た して現実 に第6,7図 の よ うに フィ リピン、 イ ン ドネ
一g一
シア、 タイ とい った途上 国で は主 にA→B、B→Cの2局 面が戦後期間 におい
て観 測 され、韓 国、台湾、 日本、オ ース トラ リア、 アメ リカ とい った先進、準
先進の国 ・地 域で は主 にC→Dの 局面が観測 された(台 湾、 日本、オ ース トラ
リアで は戦後の初期 にA→B、B→Cの 局面 も観 測 され る)。 それ故、以上 の




1)レ ーニンの 「不均等発展論」はクルグマン ・モデル とは逆に収獲逓減の技
術を基礎にモデル化で きること。
2)ア ジア太平洋8ケ 国 ・地域のマクロ的収獲率は逓増か ら逓減へと歴史的に
転換を遂げてお り、それがアジア途上国の停滞から高成長への転換(ア ジア






クルグマ ンは必ず しも一般 的に南北格 差 は拡 大す る もの と してい るわ けで は
ない。 クルグマ ン(1991)第3章では、特 に製造 業 につ いて 「新興 の産 業 は初 め
は集 中 した地域 で盛 ん にな り、 そ して産業 が成 熟す るにつれ拡散 してい くとい
うプ ロダ ク ト・サイ クルが あ る」 と述 べてい るが、 その根拠 は、労動 力集 中、
特化 した中間投 入財 、知識 の波及 とい った集 中促進要 因の影響力 の減少 に求 め
られてい る。技 術的 な収穫率 の変動 を説 明要 因 とす る もの ではない。
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数 学 イ寸録1 ク ル グ マ ン ・ ケ ー ス
ゆ
1)ま ず 、 ρs=0曲 線 の 傾 き を 調 べ る 。 す る と 、 ρs=(PM-Vs)/c
so.だ か ら 、PM・=Vs。 こ れ を(4)式 に 代 入 し て 、
2μ τ=vs(Ks){KN/c(KN)十Ks/c(Ks)}(6)











こ こ で ・ 今 ・ 分 母 の 項 と分 子 第2項 の 正 負 を 調 べ る た め に 、M=K/c(K)





こ の 時 、 労 働 に 関 す る 収 穫 逓 増 性v'<0が あ ま り強 く な け れ ば 、
dKN/dKsl。s.。<0。 っ ま り 、 ρs=0曲 線 は 右 下 が り と な る 。









こ こ で もv'<0な る 性 質 が あ ま り 強 く な い と 仮 定 す る と 、{c(K)一Kc
'(K)}/
c2>0よ り 、 こ の 場 合 もdKN/dKsl。N.。<0。 っ ま り 、
ρN=0曲 線 も 右 下 が り と な る 。













こ こで 、Z=KN/CN+Ks/Csと 置 い た 。 そ こ で 、 こ の 式 の 正 負 を 調 べ
る と、 第 一 項 は 分 母 が 正 、 分 子 が 負 よ り負 。 ま た 、 第2項 は 先 の 仮 定 よ り 、 分
母 が 正 、 分 子 はVN'<0か っ そ の 他 が 正 よ り負 。 よ っ て 、 両 項 合 わ せ て 負 と
な る か ら、 ρN=0曲 線 は ρs=0曲 線 よ り急 な 右 下 が り を 示 す は ず で あ る 。
こ の た め 、 両 曲 線 が 第1図 の よ う に描 か れ て い る 。
4)次 に 、 ρs>0な い し ρs<0と な る 領 域 が ρs=0曲 線 の ど ち ら側 で あ
る か を 調 べ る。 そ して 、 そ の た め に ま ず 、 ρs>0と お い て 、 ρs>0な る 領
域 の 位 置 を 調 べ る 。 す る と、 ρs=(PM-Vs)/cs>0だ か ら、PM>
Vs。 こ の 時(4)式 よ り、
2uL>vsCKs){KN/cCKN)十Ks/cCKs)}C7)
こ こで 、 左 辺2μ τ は 定 数 だ か ら、1)の(6)式 と比 べ た 時 、 右 辺 が よ り
小 さ く な る領 域 が ρs=0曲 線 の 上 方 か 下 方 か が 判 れ ば ρs>0な る 領 域 の 位
置 を 知 る こ とが で き る。 そ の た め に 、 こ の 右 辺 を 今 、Aと お き 、KNとKsで
微 分 す る と、
dA/(ノKN;vs{(cN-KNcN')/cN2}>O
dA/dKs=vs{(cs-Kscs')/cs2}>0
した が っ て 、 ρs=0曲 線 よ りKN,Ksが 小 な る 領 域(KN,Ksを 両 軸
と す る グ ラ フ の 左 下 の 領 域)で 、(7)式 が 成 立 す る(ρs>0と な る)。 逆
は 逆 で あ る 。
5)先 と 同 様 に 、 ρN>0な い し ρN<0と な る領 域 が ρN=0曲 線 の ど ち ら




こ の 右 辺 をBと お い て 、
dB/σKN=vN{(cN-KNcN')/cN2}>O
dB/dKs=vN{(cs-Kscs')/cs2}>0
し た が っ て 、 こ の 場 合 も 、 ρN=0曲 線 よ りKN,Ksが 小 な る 領 域(KN,
Ksを 両軸 ζす るグラフの左下 の領域)で 、 ρN>0と な る。逆 は逆 であ る。
数 学 付 録2 レ ー ニ ン ー ケ ー ス
1)ρs=0曲 線 の傾 きについて、 クル グマ ン ・モデル にお けるv'<0,c
'
<0(収 穫逓増)の 仮定 をv'>0,c'>0(収 穫逓 減)の 仮定 と入 れ替
え ると、一切 の追 加的仮定 な く、dKN/dKsl。s.。<0。 つ ま り、 ρs
・=0曲線 は右下 が りとなる。
2)ρN=0曲 線 も同様 に、右下が りとな る。
3)次 に、 この レーニ ン ・ケースにおけ るρs=0曲 線 と ρN=0曲 線 との傾
きの大小 関係 であ るが、式 の形 は同 じであ るが、先の最終式 の第1項 が分母分
子 ともに正 より正。 第2項 も分母分子 ともに正 よ り正。 よって、今回 は、 ρs
=0曲 線 の方 が ρN=0曲 線 よ りも急 な右下 が りとな り、両 曲線の関係が逆転
す る。 このため、 この ケースで は第3図 の よ うにな る。
4)先 の クル グマ ン ・ケース におけ る ρs=0曲 線 および ρN=0曲 線 の両側
での ρsと ρNの 正 負 の符号 を調 べ る作 業 にお いて、V'やC'の 符号 には関
係 な く、
dA/dKN>0やdA/dKs>0
あ るいは、dB/びKN>0やdB/σKs>0は 成立 す る。 したが って、 こ
の場合 も、 ρN=0曲 線 よ りKN,Ksが 小 な る領域(KN,Ksを 両軸 とす
るグラフの左下の領域)で 、 ρN>0と な り、 ρs=0曲 線 よ りKN,Ksが























































































戦後 期間 にお け る資本 の限界生 産力 の歴史 的変遷
(タイ、 イ ン ドネ シア、 フ ィ リピン)
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注)推 移のみの比較の ため、各国 それぞれの スケー リングは異な る。
第7図1戦 後 期 間 に お け る資 本 の 限 界 生 産 力 の 歴 史 的 変 遷
(日本 、 ア メ リカ 、 オ ー ス トラ リア 、 台 湾 、 韓 国)
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注)推 移 の み の比 較 の ため 、 各 国 それ ぞ れ の ス ケ ー リン グは異 な る。
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